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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第80期

第１四半期累計期間
第81期

第１四半期累計期間
第80期

会計期間
自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

自　平成26年７月１日
至　平成27年６月30日

売上高 （千円） 4,222,365 4,744,187 25,510,953

経常利益又は経常損失（△） （千円） △109,503 △65,223 1,017,998

四半期純損失（△）又は当期純利

益
（千円） △75,150 △50,097 639,349

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 569,375 569,375 569,375

発行済株式総数 （株） 3,432,475 3,432,475 3,432,475

純資産額 （千円） 5,999,716 6,456,365 6,875,804

総資産額 （千円） 13,015,854 14,458,796 17,980,731

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額

（円） △21.95 △14.63 186.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 45.00

自己資本比率 （％） 46.1 44.7 38.2

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、関連会社がないため、持分法についての該当事項はありません。

３　第80期においては、潜在株式が存在しないため、また、第80期第１四半期累計期間及び第81期第１四半期累

計期間においては、潜在株式が存在せず、かつ１株当たり四半期純損失であるため、潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純利益金額について記載しておりません。

４　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社において営まれる事業の内容に重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

 2/15



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融政策の推進等により、企業収益

や雇用情勢が改善され、国内景気は緩やかな回復傾向を持続しております。

　計測制御業界におきましては、中小企業の回復の遅れや、アジア経済の減速など懸念材料がありつつも、大企

業、中堅企業を中心とした収益の改善等により、設備投資は回復傾向で推移いたしました。

　このような状況のもとで当社は、上水道関連、ＬＮＧ基地などの国内ライフラインや民間プラント向け制御シス

テムを中心に、積極的な販売活動を行ってまいりました。

　これらの結果、当第１四半期累計期間における受注高は67億４百万円（前年同四半期比8.1％減）、売上高は47

億44百万円（前年同四半期比12.4％増）となりました。利益面につきましては、営業損失70百万円（前年同四半期

は営業損失１億15百万円）、経常損失65百万円（前年同四半期は経常損失１億９百万円）、四半期純損失50百万円

（前年同四半期は四半期純損失75百万円）となりました。

　また、セグメントにつきましては、当社では計測制御機器、分析機器等の各種電子応用機器の販売と、それに付

随するエンジニアリング業務などを行っているものであり、単一であります。したがいまして、セグメント情報は

省略しております。

 

　なお、当社における商品の品目別概況は、次のとおりです。

《制御・情報機器システム》

　当品目につきましては、上水道関連、ＬＮＧ基地などの国内ライフラインや民間プラント向け制御システムが堅

調であり、売上高は24億69百万円（前年同四半期比32.7％増）となりました。

《計測器》

　当品目につきましては、前期に比べ自動車向け大型案件の完成が少ないことに加え、ＩＴ通信ネットワーク向け

測定器の回復が遅れたこともあり、売上高は８億42百万円（前年同四半期比10.1％減）となりました。

《分析機器》

　当品目につきましては、食品・薬品、石油・化学関連などの研究機関向けが堅調であり、売上高は13億円（前年

同四半期比0.5％増）となりました。

《産業機器その他》

　当品目につきましては、自動車研究開発向けの試験装置が堅調であり、売上高は１億31百万円（前年同四半期比

1.5％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べて21.9％減少し118億16百万円となりました。現金及び預金が26億39百万円、

受取手形及び売掛金が11億１百万円減少したことなどによるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて7.2％減少し26億41百万円となりました。これは、繰延税金資産が１億４百

万円増加した一方、投資有価証券が３億16百万円減少したことなどによるものであります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて19.6％減少し144億58百万円となりました。

（負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べて30.1％減少し72億７百万円となりました。これは、賞与引当金が１億88百万

円増加した一方、買掛金が23億94百万円、未払法人税等が３億67百万円、前受金が３億45百万円減少したことなど

によるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて0.4％増加し７億94百万円となりました。これは主に、長期リース債務が４

百万円増加したことなどによるものであります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて27.9％減少し80億２百万円となりました。
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（純資産）

　純資産合計は、前事業年度末に比べて6.1％減少し64億56百万円となりました。これは、その他有価証券評価差

額金が２億15百万円、利益剰余金が２億４百万円減少したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　なお、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につきましては、特記すべき

事項はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,432,475 3,432,475

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株で

あります。

計 3,432,475 3,432,475 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 3,432,475 － 569,375 － 814,474

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成27年６月30日）に基づく株主名簿による記載

　　をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式        8,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式    3,423,000 34,230 －

単元未満株式 普通株式          675 － －

発行済株式総数 3,432,475 － －

総株主の議決権 － 34,230 －

（注）　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式18株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

西川計測株式会社

東京都渋谷区

代々木３－22－７
8,800 　　　　　　　― 8,800 0.25

計 － 8,800 　　　　　　　― 8,800 0.25

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年６月30日)
当第１四半期会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,824,915 4,185,189

受取手形及び売掛金 6,673,703 5,571,766

商品及び製品 1,432,086 1,829,752

前渡金 107,812 91,968

前払費用 19,737 23,851

繰延税金資産 74,314 95,274

その他 4,320 19,311

貸倒引当金 △2,022 △234

流動資産合計 15,134,868 11,816,880

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 183,841 187,458

機械及び装置（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 20,660 19,619

土地 6,172 6,172

リース資産（純額） 2,175 1,596

有形固定資産合計 212,849 214,847

無形固定資産   

のれん 17,500 15,000

ソフトウエア 30,814 33,549

電話加入権 5,094 5,094

リース資産 3,556 9,592

無形固定資産合計 56,965 63,237

投資その他の資産   

投資有価証券 1,715,223 1,398,325

繰延税金資産 28,902 133,621

役員に対する保険積立金 552,254 553,393

長期前払費用 1,398 1,349

破産更生債権等 1,260 1,260

その他 278,204 277,075

貸倒引当金 △1,195 △1,195

投資その他の資産合計 2,576,047 2,363,831

固定資産合計 2,845,863 2,641,915

資産合計 17,980,731 14,458,796
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年６月30日)
当第１四半期会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,853,590 5,458,794

リース債務 2,831 3,668

未払金 161,495 112,811

未払費用 154,755 126,426

未払法人税等 377,074 9,545

前受金 1,542,988 1,197,097

預り金 132,690 77,373

賞与引当金 － 188,170

損害賠償損失引当金 35,792 －

その他 52,193 34,003

流動負債合計 10,313,412 7,207,889

固定負債   

リース債務 3,093 7,714

長期未払金 84,079 84,079

退職給付引当金 704,343 702,747

固定負債合計 791,515 794,540

負債合計 11,104,927 8,002,430

純資産の部   

株主資本   

資本金 569,375 569,375

資本剰余金 815,226 815,226

利益剰余金 4,601,002 4,396,840

自己株式 △4,148 △4,148

株主資本合計 5,981,455 5,777,293

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 894,348 679,071

評価・換算差額等合計 894,348 679,071

純資産合計 6,875,804 6,456,365

負債純資産合計 17,980,731 14,458,796
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(2)【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年９月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 ※ 4,222,365 ※ 4,744,187

売上原価 3,490,125 4,006,331

売上総利益 732,240 737,855

販売費及び一般管理費   

受注前活動費 79,241 51,500

役員報酬 39,000 39,750

給料及び手当 402,703 400,106

退職給付費用 20,100 18,251

福利厚生費 63,055 64,398

賃借料 90,811 88,186

減価償却費 9,241 9,828

その他 144,016 136,484

販売費及び一般管理費合計 848,171 808,506

営業損失（△） △115,931 △70,650

営業外収益   

受取利息 411 458

受取配当金 2,219 2,407

貸倒引当金戻入額 2,910 1,788

その他 963 829

営業外収益合計 6,503 5,484

営業外費用   

その他 75 56

営業外費用合計 75 56

経常損失（△） △109,503 △65,223

特別損失   

事務所移転費用 2,607 -

特別損失合計 2,607 -

税引前四半期純損失（△） △112,111 △65,223

法人税、住民税及び事業税 8,267 5,012

法人税等調整額 △45,228 △20,137

法人税等合計 △36,960 △15,125

四半期純損失（△） △75,150 △50,097
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　該当事項はありません。

 

 

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）及び当第１四半期累計期間（自 平成

27年７月１日 至 平成27年９月30日）

※　当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間に納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間

の売上高が他の四半期会計期間と比較して多くなる傾向にあります。

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりで

あります。

 前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間

 （自　平成26年７月１日 （自　平成27年７月１日

 　　至　平成26年９月30日） 　　至　平成27年９月30日）

減価償却費 11,220千円 11,842千円

のれんの償却額 2,499 2,499 
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（株主資本等関係）

前第１四半期累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月26日

定時株主総会
普通株式 136,951 40.00 平成26年６月30日 平成26年９月29日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月29日

定時株主総会
普通株式 154,064 45.00 平成27年６月30日 平成27年９月30日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平

成27年７月１日　至　平成27年９月30日）

　当社は、計測制御機器、分析機器等の各種電子応用機器の販売と、それに付随するエンジニアリング業務な

どを行っているものであり、セグメントは単一であるため、記載を省略しております。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間

（自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 21円95銭 14円63銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） 75,150 50,097

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 75,150 50,097

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,423 3,423

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在せず、かつ１株当たり四半期

純損失であるため、記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

西川計測株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 江　　口　　泰　　志　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　　原　　義　　勝　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西川計測株式会

社の平成27年７月１日から平成28年６月30日までの第81期事業年度の第１四半期会計期間(平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年７月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、西川計測株式会社の平成27年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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